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平成３０年分収支報告に係る政治資金監査報告書の記載内容等に 

ついて（総務大臣分及び都道府県選挙管理委員会分） 

 

政治資金監査の結果（概要） 
 

○ 総務大臣及び都道府県選挙管理委員会に提出された平成３０年分収支

報告に係る政治資金監査報告書において、「政治資金監査の対象となった

事項についてすべて確認できた（※）」とされた国会議員関係政治団体の

割合は97.8％であり、平成２８年分は97.8％、平成２９年分は97.9％と、

横ばいで推移している。 
 

H28 年分     H29 年分   H30 年分 

・総 務 大 臣 分 97.8％ → 97.6％ → 97.3％ 

・都道府県選管分 97.8％ → 98.0％ → 98.0％ 

合 計   97.8％ → 97.9％ → 97.8％ 

 

 （※）政治資金監査マニュアルⅦ．２．に定められている記載例「（１）政治資金監査の

対象となった事項についてすべて確認できた場合」又は「（４）収支報告書に支出が

計上されていない場合」に該当するもの。 
 

○ 政治資金の収支報告の適正の確保と透明性の向上に一層資するよう、

フォローアップ研修等を継続して実施し、政治資金監査の質の向上を図

っていく。 

 

   ＜総務大臣分＞ 

区  分 団体数 割 合 

ア 政治資金監査の対象となった事項について 

すべて確認できたもの（記載例(１)又は(４)） 
    ７２５    ９７．３％ 

イ 会計帳簿に記載不備があったもの（記載例(２)）          ６     ０．８％ 

ウ 会計帳簿と突合を行う書面が存在しない支出

があったもの（記載例(３)） 
     １３      １．７％ 

エ 上記イ及びウが複合したもの     １    ０．１％ 

計     ７４５    １００．０％ 
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＜都道府県選挙管理委員会分＞ 

区  分 団体数 割 合 

ア 政治資金監査の対象となった事項について 

すべて確認できたもの（記載例(１)又は(４)） 
２，０１９ ９８．０％ 

イ 会計帳簿に記載不備があったもの（記載例(２)） １４ ０．７％ 

ウ 会計帳簿と突合を行う書面が存在しない支出

があったもの（記載例(３)） 
２７ １．３％ 

エ 上記イ及びウが複合したもの ０ ０％ 

計 ２，０６０ １００．０％ 

 

   ＜総務大臣分＋都道府県選挙管理委員会分＞ 

区  分 団体数 割 合 

ア 政治資金監査の対象となった事項について 

すべて確認できたもの（記載例(１)又は(４)） 
２，７４４ ９７．８％ 

イ 会計帳簿に記載不備があったもの（記載例(２)） ２０ ０．７％ 

ウ 会計帳簿と突合を行う書面が存在しない支出

があったもの（記載例(３)） 
４０ １．４％ 

エ 上記イ及びウが複合したもの １ ０．０％ 

計 ２，８０５    １００．０％ 

 

注）割合は各欄ごとに四捨五入して算出しているため、各項目の割合を足し合わせた数

値と「計」の割合が一致しない場合がある。  


